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⻯巻防護対策設備の設計に係る考え⽅の整理について 

１． ⻯巻防護対策設備に係る上流の⽅針との整合性確認について 
前回ヒアリングからの修正も含めた現時点での⻯巻防護対策設備の設計の考え⽅について，事

業変更許可申請書や基本設計⽅針など上流の⽅針との整合性を確認する資料を作成し，⻯巻
防護対策設備の開⼝に係る設計の考え⽅他について不整合がないか確認した。その結果，現状
の記載について，記載の充実が必要な部分はあるものの，不整合は確認されなかった。（詳細は
添付１のとおり。） 

記載の充実が必要な部分としては，例えば，「Ⅵ-1-1-1-2-3 5.1 構造設計」の部分におい
て，開⼝を設ける必要がある箇所については，設計⾶来物が侵⼊しないよう防護板を組み合わせ
たラビリンス構造とする等の追記が必要との認識である。具体的な事例として，G10 ネットと GA 建
屋との開⼝等について，これまで，「開⼝から侵⼊した設計⾶来物が⻯巻防護対象施設に直接
衝突しないよう，設計⾶来物の射線を遮るように防護板で防護する」と説明していたが,防護板を
組み合わせたラビリンス構造とするといった記載の変更である。 

また，「地震時による相対変位に係る波及的影響の観点での⻯巻防護対策設備の設計の考
え⽅」について，A1 防護板の中央ブロックと東ブロックの隙間は，これまで，「相対変位での接触
を許容する」と説明していたが，新設の⻯巻防護対策設備については,「相対変位での接触を防
⽌するため,離隔を設ける」設計⽅針とする。添付２に相対変位を含めた⻯巻防護対策設備全体
の設計の考え⽅のフロー図を⽰し，それに伴い検討中の⼯事内容を⽰す。 

なお,これらの記載内容の整理については,共通１２で詳細な整理を⾏っていく。 

２． 設計に関する補⾜説明事項について 
設計に関する補⾜説明事項について添付３に⽰す。 

以上 

添付１︓整合性整理表 
添付２︓⻯巻防護対策設備の設計フロー図および⼯事事例 
添付３︓設計に関する補⾜説明事項 
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添付 1 整合性整理表（ 1 / 10） 

※ 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に対する事業者認識欄の記載箇所と該当箇所を明⽰するため，蛍光ペン及び番号（①〜⑦）を付している。 

事業変更許可申請書 本⽂ 事業変更許可申請書 添付書類六 設⼯認申請書 ⻯巻基本設計⽅針 
設⼯認 添付書類 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に

対する事業者認識 Ⅵ-1-1-1-2-1 Ⅵ-1-1-1-2-3 
リ.その他再処理設備の附属施設の構
造及び設備 
(4)その他の主要な事項 
(ⅳ)⻯巻防護対策設備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

設計⻯巻から防護する施設（以下
「⻯ 巻防護対象施設」という。）は建
屋内に設置し，建屋による防護によっ
て，設計荷重に対して安全機能を損
なわない設計とすることを基本とする。 
 ただし，建屋による防護が期待できな
い⻯巻防護対象施設及び屋外に設置
される⻯巻防護対象施設については，
設計⾶来物の衝突によって安全機能を
損なうことを防⽌するため，⻯巻防護
対策設備を設置する。 
 
 
 
 
 
 
 
(a)構造 
 ⻯巻防護対策設備は，設計⻯巻に
よって発⽣する設計⾶来物による安全
機能を有する施設への影響を防⽌する
ための⾶来物防護板及び⾶来物防護
ネットで構成する。 
 
 ⾶来物防護板及び⾶来物防護ネット 
は，地震，⽕⼭の影響及び外部⽕災
により⻯巻防護対象施設に波及的影
響を与えない設計とする。 
 
 
 

9.11 ⻯巻防護対策設備 
9.11.1 概要 

⻯巻防護対策設備は，⻯巻が襲来
した場合において⻯巻防護対象施設を
設計⾶来物の衝突から防護するための
ものであり，⾶来物防護板及び⾶来物
防護ネットで構成する。 
  

⾶来物防護板は，前処理建屋の安
全蒸気系を設置する室の外壁，屋根
及び開⼝部，前処理建屋及び精製建
屋の⾮常⽤所内電源系統を設置する
室及び計測制御系統施設を設置する
室の開⼝部，⾼レベル廃液ガラス固化
建屋の⾮常⽤所内電源系統を設置す
る室，計測制御系統施設を設置する
室及び安全冷却⽔系を設置する室の
開⼝部，⾮常⽤電源建屋の第２⾮
常⽤ディーゼル発電機を設置する室の
外壁及び開⼝部並びに⾮常⽤所内電
源系統を設置する室の開⼝部，第１
ガラス固化体貯蔵建屋床⾯⾛⾏クレー
ンの遮蔽容器を設置する室の外壁，
主排気筒に接続する屋外配管及び屋
外ダクト，主排気筒の排気筒モニタ及
びこれを設置する主排気筒管理建
屋，制御建屋中央制御室換気設備
を設置する室の開⼝部並びに冷却塔に
接続する屋外設備に設置する。 
   

⾶来物防護ネットは，使⽤済燃料
の受⼊れ施設及び貯蔵施設⽤ 安全
冷却⽔系冷却塔Ａ，Ｂ，再処理設
備本体⽤ 安全冷却⽔系冷却塔Ａ，
Ｂ及び第２⾮常⽤ディーゼル発電機⽤ 
安全冷却⽔系冷却塔Ａ，Ｂに設置
し，⾶来物防護ネットが設置出来ない
部分については⾶来物防護板を設置す
る。 

 
 
 
 
 
 

9.11.2 設計⽅針 
 ⻯巻防護対策設備の設計に際して
は，⻯巻防護対象施設が安全機能を
損なわないよう，次のような⽅針で設計
する。 
 
 

7.3.4 ⻯巻防護対策設備 
⻯巻防護対策設備の設計に係る共

通的な設計⽅針については，第 1 章
共通項⽬の「2.地盤」，「①3.⾃然現
象等」，「5.⽕災等による損傷の防
⽌」，「6.再処理施設内における溢⽔
による損傷の防⽌」，「7.再処理施設
内における化学薬品の漏えいによる損
傷の防⽌」及び「②9.設備に対する要
求」に基づくものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⻯巻に対する防護設計においては，

設計⾶来物の衝突による影響に対し
て，建屋による防護が期待できない⻯
巻防護対象施設及び安全機能を損な
うおそれのある屋外に設置される⻯巻防
護対象施設が設計⾶来物の衝突によ
って安全機能を損なうことを防⽌するた
め，⻯巻防護対策設備を設置する設
計とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⻯巻防護対策設備は，設計⻯巻に 
よって発⽣する設計⾶来物による⻯巻
防護対象施設への影響を防⽌するため
の⾶来物防護板及び⾶来物防護ネッ
トで構成する。 
 

⻯巻防護対策設備の設計に際して 
は，⻯巻防護対象施設が安全機能を 
損なわないよう，次のような⽅針で設計
する。 
 
 
 

2.1.4 ⻯巻の影響を考慮する施設に
対する⻯巻防護設計 

「2.1.1 ⻯巻防護に対する設計⽅
針」にて設定した⻯巻防護対象施設に
ついて，設計荷重(⻯巻)を踏まえた⻯
巻防護設計を実施する。 
 

⻯巻防護設計として，設計荷重(⻯
巻)に対する影響評価を実施することか
ら，影響評価の対象として，⻯巻の影
響を考慮する施設を選定する。 
 

⻯巻の影響を考慮する具体的な施
設については，「Ⅵ－１－１－１－２
－２ ⻯巻の影響を考慮する施設及び
固縛対象物の選定」に⽰す。 

選定したそれぞれの施設に対する詳
細な設計⽅針について，「Ⅵ－１－１
－１－２－３ ⻯巻の影響を考慮する
施設の設計⽅針」に⽰す。 
 
(1) 設計⻯巻による直接的影響に対
する設計 

⻯巻防護設計において，⻯巻防護
対象施設は，設計荷重(⻯巻)に対し
て機械的強度を有する建屋により保護
すること，⻯巻防護対策設備を設置す
ること等により，安全機能を損なわない
設計とする。 
 
a.設計⽅針 
(h) ⻯巻防護対策設備 

⻯巻防護対策設備は，⻯巻時及
び⻯巻通過後において，設計荷重(⻯
巻)に対して，内包する⻯巻防護対象
施設が安全機能を損なわないよう，設
計⾶来物が⻯巻防護対象施設に衝突
することを防⽌し，⻯巻防護対象施設
に波及的影響を及ぼさない設計とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5.1 構造設計 
 「3.要求機能及び性能⽬標」で⽰す
構造強度上の性能⽬標を達成するた
めの構造設計⽅針を評価対象分類ご
とに⽰す。 
(6)⻯巻防護対策設備 
 ⻯巻防護対策設備は，「3.要求機
能及び性能⽬標」の「3.1(6)c.性能⽬
標」で設定している構造強度設計上の
性能⽬標を踏まえ，⻯巻防護対策設
備を構成する要素間での荷重の受け渡
し，要素ごとの設計及び設計結果の全
体設計へ反映を⾏う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
①地震時の相対変位により波及的影
響を与えないように，離隔距離を確保
する設計ついては，「3.⾃然現象等」に
基づいており，⻯巻防護対策設備の設
計の考え⽅と整合は取れていると認識
している。 

⼀⽅，相対変位によって⽣じた開⼝
に対する⻯巻防護の考え⽅について
は，記載が不⾜しているため，「Ⅵ-1-
1-1-2-3 5.1 構造設計」に記載の拡
充を図る必要があると認識している。 
 
②「9.設備に対する要求」には，⻯巻
防護対象施設の保守・修理を⾏うため
の必要な配置，空間及びアクセス性を
備えた設計とすることが記載されてお
り，⻯巻防護対策設備内にアクセスす
るために⼈員開⼝を設けることは,⻯巻
防護対策設備の設計の考え⽅と整合
は取れていると認識している。 

⼀⽅，⻯巻防護対策設備内にアク
セスするための⼈員開⼝に対する⻯巻
防護の考え⽅については，記載が不⾜
しているため，「Ⅵ-1-1-1-2-3 5.1 構
造設計」に記載の拡充を図る必要があ
ると認識している。 
 
 
 
・「Ⅵ-1-1-1-2-3 5.1 構造設計」の記
載内容は，個別設備ごとに記載してお
り，同じ内容を記載している部分が多
いため，類型化を⾏い同じ内容をまとめ
た記載に資料構成を⾒直す予定。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

これまでのヒアリングを受け，⻯巻
防護対策設備の構造設計におい
て，以下の記載が不⾜していると
認識しており，今後，追記していく
⽅向で考えている。 
 
・⻯巻防護対策設備は，設計⾶
来物が⻯巻防護対象施設に衝突
することを防⽌するため，⻯巻防護
対象施設の周辺を覆うように設置
することを原則とする。 
 
・ただし，⻯巻防護対象施設周辺
の建物・構築物が，⻯巻防護上
必要な強度を有していることを確認
した場合は，当該建物・構築物に
より設計⾶来物の侵⼊を防⽌でき
る箇所については，防護ネットや防
護板を設置しない設計とする。 
 
・他条⽂からの要求により開⼝を設
ける必要がある箇所については，
当該開⼝から設計⾶来物が侵⼊
しないよう，防護板を組み合わせた
ラビリンス構造を採⽤する。 

2



添付 1 整合性整理表（ 2 / 10） 

※ 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に対する事業者認識欄の記載箇所と該当箇所を明⽰するため，蛍光ペン及び番号（①〜⑦）を付している。 

事業変更許可申請書 本⽂ 事業変更許可申請書 添付書類六 設⼯認申請書 ⻯巻基本設計⽅針 
設⼯認 添付書類 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に

対する事業者認識 Ⅵ-1-1-1-2-1 Ⅵ-1-1-1-2-3 
(b)主要な設備の種類 
 ⾶来物防護板 
 種類 防護板 
 材料 鋼材⼜は鉄筋コンクリート 
 
 ⾶来物防護ネット 
 種類 防護ネット 
 材料 鋼線（ネット） 
     鋼材（⽀持架構） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⾶来物防護板及び⾶来物防護ネッ
トは，地震，⽕⼭の影響及び外部⽕
災により⻯巻防護対象施設に波及的
影響を与えない設計とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1) ⾶来物防護板 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a.設計⾶来物の貫通を防⽌することが
できる設計とする。 
 
 
b.設計荷重（⻯巻）に対して，⽀持
架構の構造健全性を維持できる設計と
する。 
 
 
 
c.⻯巻防護対象施設の安全機能に影
響を与えない設計とする。 
 
 
 
 
 
 
d.地震，⽕⼭の影響及び外部⽕災に
より⻯巻防護対象施設に波及的影響
を与えない設計とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1) ⾶来物防護板 
⾶来物防護板は，防護板（鋼

材）とそれを⽀持する⽀持架構⼜は建
屋に⽀持される防護板（鉄筋コンクリー
ト）で構成し，以下の設計とする。 
 
 
 
 
 
a.防護板は，設計⾶来物の貫通及び
裏⾯剥離を防⽌できる設計とする。 
 
 
b.⽀持架構は，設計荷重（⻯巻）に

対し，防護板（鋼材）を⽀持でき
る強度を有する設計とする。 

 
 
 
c.⾶来物防護板は，排気機能に影響
を与えない設計とする。 
 
d.⾶来物防護板は，設計荷重（⻯
巻）により，⻯巻防護対象施設に波
及的影響を与えない設計とする。 
 
 
e.⾶来物防護板は，⑤⻯巻以外の⾃

然現象及び⼈為事象により，⻯巻
防護対象施設に波及的影響与えな
い設計とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

イ. ⾶来物防護板 
⾶来物防護板は，防護板(鋼材)と

それを⽀持する⽀持架構⼜は建屋に⽀
持される防護板(鉄筋コンクリート)で構
成し，以下の設計とする。 

 
 
 
 
 
防護板は，設計⾶来物の貫通及び

③裏⾯剥離を防⽌できる設計とする。 
 
 
⽀持架構は，設計荷重（⻯巻）に

対し，防護板（鋼材）を⽀持できる
強度を有する設計とする。 

 
 
 
⾶来物防護板は，④排気機能に影

響を与えない設計とする。 
 
⾶来物防護板は，設計荷重（⻯

巻）により⻯巻防護対象施設に波及
的影響を与えない設計とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

a.⾶来物防護板 
(a)⾶来物防護板（前処理建屋の安
全蒸気系設置室），⾶来物防護板
（精製建屋⾮常⽤所内電源系統及
び計測制御系統施設設置室A,B），
⾶来物防護板(盛業建屋 中央制御
室換気設備設置室)，⾶来物防護板
(第 1 ガラス固化体貯蔵建屋 床⾯⾛
⾏クレーン 遮蔽容器設置室)，⾶来
物防護板（⾮常⽤電源建屋第 2 ⾮
常⽤ディーゼル発電機及び⾮常⽤所内
電源系統設置室 A 北ブロック,A 南ブロ
ック,B 北ブロック,B 南ブロック）及び⾶
来物防護板（冷却塔接続 屋外設
備） 
 ⾶来物防護板は,⻯巻防護対象施
設の機能喪失に⾄る可能性のある⾶
来物が⻯巻防護対象施設へ衝突する
ことを防⽌可能な設計とするため,設計
⾶来物の⾶来物防護板への衝突に対
し,⾶来物防護板が貫通することなく建
屋外壁もしくは⽀持架構を介して建屋
外壁に荷重を伝達させる設計とする。 
 
(b)⾶来物防護板（主排気筒接続⽤ 
屋外配管及び屋外ダクト 主排気筒周
り）,⾶来物防護板（主排気筒接続
⽤ 屋外配管及び屋外ダクト 分離建
屋屋外）,⾶来物防護板（主排気筒
接続⽤ 屋外配管及び屋外ダクト 精
製建屋屋外）及び ⾶来物防護板
（主排気筒接続⽤ 屋外配管及び屋
外ダクト ⾼レベル廃液ガラス固化建屋
屋外） 
 
イ.防護板(鋼材)の構造設計 
 ⾶来物防護板（主排気筒接続⽤ 
屋外配管及び屋外ダクト 主排気筒周
り）のうち防護板(鋼材)は,⻯巻防護
対象施設の機能喪失に⾄る可能性の
ある⾶来物が⻯巻防護対象施設へ衝
突することを防⽌可能な設計とするた
め,⾶来物の防護板（鋼材）への衝突
に対し,防護板(鋼材)が貫通することな
く⽀持架構⼜は主排気筒に荷重を伝
達させる。また,防護板（鋼材）は取
付ボルトにより⽀持架構⼜は主排気筒
に接続し，⾶来物の衝突によって脱落
することのない設計とする。 
 ⾶来物防護板（主排気筒接続⽤ 
屋外配管及び屋外ダクト 分離建屋屋
外）,⾶来物防護板（主排気筒接続

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⇐③「Ⅵ-1-1-1-2-3 5.1 構造設計」
において，防護板は裏⾯剥離を防⽌で
きる設計とすることの記載がないため，
記載を追記予定。 
 
 
 
 
 
⇐④「Ⅵ-1-1-1-2-3 5.1 構造設計」
において，給排気機能に影響を与えな
い設計とすることの記載がないため，記
載を追記予定。 
 
 
 
 
 
⇐⑤地震時の相対変位による波及的
影響を防⽌するため，離隔を確保した
設計とするついては，「⻯巻以外の⾃
然現象により⻯巻防護対象施設に波
及的影響を与えない設計とする」に紐づ
くと認識しており，⻯巻防護対策設備
の設計の考え⽅と整合は取れている。 

⼀⽅，⻯巻防護の観点では，相対
変位により⽣じた開⼝に対する⻯巻防
護の考え⽅については，記載が不⾜し
ているため，「Ⅵ-1-1-1-2-3 5.1 構
造設計」に記載の拡充を図る必要があ
ると認識している。 
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※ 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に対する事業者認識欄の記載箇所と該当箇所を明⽰するため，蛍光ペン及び番号（①〜⑦）を付している。 

事業変更許可申請書 本⽂ 事業変更許可申請書 添付書類六 設⼯認申請書 ⻯巻基本設計⽅針 
設⼯認 添付書類 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に

対する事業者認識 Ⅵ-1-1-1-2-1 Ⅵ-1-1-1-2-3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⽤ 屋外配管及び屋外ダクト 精製建
屋屋外）及び⾶来物防護板（主排
気筒接続⽤ 屋外配管及び屋外ダクト 
⾼レベル廃液ガラス固化建屋屋外）の
うち防護板は，防護板(鋼材)は，⻯
巻防護対象施設の機能喪失に⾄る可
能性のある⾶来物が⻯巻防護対象施
設へ衝突することを防⽌可能な設計と
するため，⾶来物の防護板（鋼材）
への衝突に対し,防護板（鋼材）が貫
通することなく⽀持架構に荷重を伝達さ
せる。また,防護板（鋼材）は取付ボル
トにより⽀持架構に接続し,⾶来物の衝
突によって脱落することのない設計とす
る。 
 防護板(鋼材)は,鋼板で構成し,⾶来
物の衝突に対し防護板（鋼材）が貫
通することがないよう部材厚を有する設
計とする。 
 防護板（鋼材）は取付ボルトにより
⽀持架構⼜は主排気筒に接続され，
取付ボルト孔周辺の鋼板の破断が取
付ボルトの破断よりも先⾏しない強度を
有し，かつ取付ボルトの破断により脱落
することのない設計とする。取付ボルト
は,⾶来物の衝突により作⽤する荷重の
種類,取付ボルトの配置及び取付ボルト
の耐⼒を考慮して取付ボルト本数,サイ
ズを設定し,⾶来物が衝突した際に,その
近傍の取付ボルトが破断することがそう
ていされるため,取付ボルトは互いに離れ
た位置に複数箇所配置し,取付ボルト
全数が破断しないようにすることで,防護
板(鋼材)の脱落を防⽌する。 
 また,取付ボルトの⼀部が破断した場
合においても,防護板(鋼材)に回転を
⽣じさせず,その場に留まる設計とする。 
  

⽀持架構は,H 形鋼や⾓形鋼管等
から構成され,防護板（鋼材）からの
荷重を⽀持する設計とする。 
 ⽀持架構は,⽀持架構部材,⽀持架
構部材の接続部及び柱脚部より構成
され,⽀持架構の接続部は溶接⼜はボ
ルトにより接続し,柱脚部は基礎⼜は建
屋に固定する設計とする。⽀持架構部
材の接続部については,作⽤荷重に対
して⼗分な耐⼒を有する設計とする。 
 防護板(鋼材)への⾶来物衝突時の
荷重は，隣り合う⽀持架構部材から柱
などの主架構及び柱脚部を介して基礎
⼜は建屋へ伝達する設計とする。⾶来
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添付 1 整合性整理表（ 4 / 10） 

※ 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に対する事業者認識欄の記載箇所と該当箇所を明⽰するため，蛍光ペン及び番号（①〜⑦）を付している。 

事業変更許可申請書 本⽂ 事業変更許可申請書 添付書類六 設⼯認申請書 ⻯巻基本設計⽅針 
設⼯認 添付書類 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に

対する事業者認識 Ⅵ-1-1-1-2-1 Ⅵ-1-1-1-2-3 
 
 
 
 
 
 
⾶来物防護ネット 
 種類 防護ネット 
 材料 鋼線（ネット） 
     鋼材（⽀持架構） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
（２） ⾶来物防護ネット 

 
 
 
 
 
 
 
 

a.設計⾶来物の運動エネルギを吸収で
きる強度を有する設計とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
b.設計⾶来物の通過を防⽌できる設

計とする。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ｃ．設計荷重(⻯巻)に対して，⽀持
架構の構造健全性を維持できる設計と
する。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
（２）⾶来物防護ネット 

冷却塔周りに設置する⾶来物防護
ネットは，防護ネット（補助防護板を
含む。）及び防護板（鋼材）とそれら
を⽀持する⽀持架構により構成し，以
下の設計とする。 

 
 

a.防護ネットは，設計⾶来物の運動エ
ネルギを吸収できる強度を有する設計と
する。 

 
 
b.防護ネットは，⾶来物の衝突によりた

わみが⽣じた場合でも，⻯巻防護対
象施設に衝突しない離隔距離を確
保する設計とする。 
 

 
ｃ．防護ネット（補助防護板含む）
は，設計⾶来物の通過及び貫通を防
⽌できる設計とする。 

 
 
d.⽀持架構に直接設置する防護ネット

は，ネットと⽀持架構の隙間を設計
上考慮する⾶来物の⼤きさ以下とす
るため，鋼製の補助防護板を設置
する設計とする。 
 

 
e.防護板（鋼材）は，設計⾶来物の
貫通を防⽌できる設計とする。 

 
 
 
 
 
f.⽀持架構は，設計荷重（⻯巻）に

対し，防護ネット及び防護板（鋼
材）を⽀持できる強度を有する設計
とする。 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
ロ.⾶来物防護ネット 
 ⑥冷却塔周りに設置する⾶来物防
護ネットは，防護ネット（補助防護板
を含む。）及び防護板(鋼材)とそれらを
⽀持する⽀持架構で構成し，以下の
設計とする。 
 
 防護ネットは，設計⾶来物の運動エ
ネルギを吸収することができる強度を有
する設計とする。 
 
  
防護ネットは，⾶来物の衝突によりたわ
みが⽣じた場合でも，⻯巻防護対象
施設に衝突しない離隔距離を確保する
設計とする。 
  

 
防護ネット（補助防護板を含む。）

は，設計⾶来物の通過及び貫通を防
⽌できる設計とする。 
  

 
⽀持架構に直接設置する防護ネット

は，防護ネットと⽀持架構の隙間を設
計上考慮する⾶来物の⼤きさ以下とす
るため，鋼製の補助防護板を設置する
設計とする。 
  

 
防護板（鋼材）は，防護ネットが

設置できない箇所に設置し，設計⾶
来物の貫通を防⽌することができる設計
とする。 
  

 
 
⽀持架構は，設計荷重（⻯巻）に

対して，防護ネット及び防護板（鋼
材）の⽀持機能を維持可能な強度を
有する設計とする。 
  

 
 
 
 

物が⽀持架構に直接衝突する場合
は，⽀持架構から柱脚部を介して基礎
⼜は建屋へ伝達する設計とする。 
 
 
 
b.⾶来物防護ネット 
 (a) ⾶来物防護ネット(使⽤済燃料
の受 ⼊れ施設及び貯蔵施設⽤ 安全
冷却⽔ 系冷却塔 A，B)  
 
イ．防護ネットの構造設計 

防護ネットは，⻯巻防護対象施設
の機能喪失に⾄る可能性のある⾶来
物が⻯巻防護対象施設へ衝突すること
を防⽌可能な設計とするため，設計⾶
来物の防護ネットへの衝突に対し，主
要な部材が破断することなく⽀持架構
に荷重を伝達し，たわみを⽣じても，
設計⾶来物が⻯巻防護対象施設と衝
突しないよう，防護ネットで捕捉できる
設計とする。 
 

防護ネット(鋼製枠)のうちネットは，
ネット端部の網⽬を縫うようにはわせたワ 
イヤロープにより⽀持し，ワイヤロープは 
ターンバックル及びシャックル並びに鋼 
製枠の四隅に設置した隅⾓部固定ボ
ルトにて⽀持する。また，ターンバックル
及びシャックルは，鋼製枠内に具備した
取付プ レートにより⽀持される構造とす
る。  

防護ネットは，50mm ⽬合いのネッ
ト 2 枚及び 40mm ⽬合いのネット 1 
枚(補助ネット)で構成する。 

防護ネットは，電中研報告書にて適
⽤性が確認されている評価式及びネッ
トの物性値を⽤いた設計とする。 

防護ネットを構成するネット，ワイヤロ
ープ，接続冶具(⽀持部及び固定部)
及び接続部についての構造設計を以下
に⽰す。 
 
(イ) ネット 
 ネットは，らせん状の硬鋼線を３次元
的に編み込み,編み込みの⽅向によって
荷重を受け持つ展開⽅向と展開直⾓
⽅向の異⽅性を有する。展開⽅向が主
に荷重を受け持ち，展開⽅向と展開
直⾓⽅向で剛性や伸び量が異なるた
め，これらの異⽅性を考慮した設計とす
る。ネットは，電中研報告書において，

 
 
 
 
 
 
 
⇐⑥G10 ネットのみ整流板があり，上
流の基本設計⽅針からの流れを整理
し，記載内容を追記する必要があると
認識している。 
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※ 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に対する事業者認識欄の記載箇所と該当箇所を明⽰するため，蛍光ペン及び番号（①〜⑦）を付している。 

事業変更許可申請書 本⽂ 事業変更許可申請書 添付書類六 設⼯認申請書 ⻯巻基本設計⽅針 
設⼯認 添付書類 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に

対する事業者認識 Ⅵ-1-1-1-2-1 Ⅵ-1-1-1-2-3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⾶来物防護板及び⾶来物防護ネッ
トは，地震，⽕⼭の影響及び外部⽕
災により⻯巻防護対象施設に波及的
影響を与えない設計とする。 
 
 

d.冷却塔の冷却性能に影響を与えな
い 設計とする。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
e. 地震，⽕⼭の影響及び外部⽕災
により⻯巻防護対象施設に波及的影
響を与えない設計とする。 

 
 
 
 
9.11.3 主要設備の仕様 

 ⻯巻防護対策設備の主要設備の
仕様を第 9.11.3－１表に⽰す。 
 

9.11.4 主要設備 
 (１) ⾶来物防護板 
 ⾶来物防護板は，前処理建屋の安
全蒸気系を設置する室の外壁，屋根
及び開⼝部，前処理建屋及び精製建
屋の⾮常⽤所内電源系統を設置する
室及び計測制御系統施設を設置する
室の開⼝部，⾼レベル廃液ガラス固化
建屋の⾮常⽤所内電源系統を設置す
る室，計測制御系統施設を設置する
室及び安全冷却⽔系を設置する室の
開⼝部，⾮常⽤電源建屋の第２⾮
常⽤ディーゼル発電機を設置する室の
外壁及び開⼝部並びに⾮常⽤所内電
源系統を設置する室の開⼝部，第１
ガラス固化体貯蔵建屋床⾯⾛⾏クレー
ンの遮蔽容器を設置する室の外壁，
主排気筒に接続する屋外配管及び屋
外ダクト，主排気筒の排気筒モニタ及
びこれを設置する主排気筒管理建
屋，制御建屋中央制御室換気設備
を設置する室の開⼝部並びに冷却塔に
接続する屋外設備に設ける設計とす
る。 

⾶来物防護板の配置を第 9.11.4
－１図に，⾶来物防護板の概略図を
第 9.11.4－２図(1)〜9.11.4－２
図(3)に⽰す。 

 

g.⾶来物防護ネットは，内包する冷却
塔の冷却能⼒に影響を与えない設計と
する。 

 
 

 
 
h.⾶来物防護ネットは，設計荷重

（⻯巻）により，⻯巻防護対象施
設に波及的影響を与えない設計とす
る。 

 
i.⾶来物防護ネットは，⻯巻以外の⾃

然現象及び⼈為事象により，⻯巻
防護対象施設に波及的影響を与え
ない設計とする。 

 

⾶来物防護ネットは，防護ネットを
主体構造とすることで，内包する冷却
塔の冷却能⼒に影響を与えない設計と
する。 
  
 
 

⾶来物防護ネットは，設計荷重
（⻯巻）に対して，脱落，転倒及び
倒壊により⻯巻防護対象施設に波及
的影響を与えない設計とする。 

⻯巻防護対策設備は，⻯巻以外の
⾃然現象及び⼈為事象に対して，構
造強度評価⼜は耐⽕被覆の施⼯等を
実施し，⻯巻防護対象施設等に波及
的影響を与えない設計とする。 

⑦地震，⽕⼭の影響，外部⽕災に
対する具体的な設計については，「Ⅳ 
耐震性に関する説明書」，「Ⅵ－１－
１－ １－４ ⽕⼭への配慮に関する
説明書」，「Ⅵ－１－１－ １－３ 
外部⽕災への配慮に関する説明書」に
おいて⽰し，地震，⽕⼭，外部⽕災
以外の⾃然現象に対しては，「Ⅵ－１
－１－１－１ ⾃然現象等への配慮
に関する説 明書」に基づき設計する。 

その剛性，最⼤たわみ時のたわみ⾓，
1 ⽬合いの破断変位等が確認されて 
いる。 
 ネットの⼨法は，⽀持架構の柱及び
はりの間隔並びにネットの展開⽅向と展
開直⾓⽅向の剛性や伸び量の異⽅性
を考慮して，展開⽅向と展開直⾓⽅
向の⼨法の⽐(以下「アスペクト⽐」とい
う。)について，電中研報告書にて適⽤
性が確認されている範囲(1:1〜2:1)
に⼊るように設計する。ただし，設定す
る⼨法での限界吸収エネルギ量等を踏
まえ，設置するネットの枚数を増やし，
衝撃荷重に対する耐⼒を持たせるととと
もにたわみ量を低減させる設計とする。 
(ロ) ワイヤロープ 
 ワイヤロープの取付部は，展開⽅向の
ワイヤロープと展開直⾓⽅向のワイヤロ
ープで荷重の伝達分布が異なり，さらに
ワイヤロープの巻き⽅によりワイヤロープ
間の荷重伝達に影響を及ぼす可能性
があるため，ネットに対して 2 本をＬ字
に設置することにより，ワイヤロープに作
⽤する荷重が均⼀となるような設計とす
る。  

防護ネットの基本構造において，ワイ
ヤロープは上下 2 段設置しており，上
段のワイヤロープは 50mm ⽬合いと 
40mm ⽬合いのネット 2 枚を⽀持する
ため，ワイヤロープは⽀持するネット枚
数を考慮した設計とする。 
 (ハ) 接続冶具(⽀持部及び固定部)  

電中研報告書の評価式を適⽤する
ため，衝突試験における試験体と同じ
構造を採⽤しており，⾶来物衝突時に
急激な荷重が作⽤するのを抑制するた
めに，緩衝装置を有する保持管を四
隅に設置する設計とする。 

接続冶具(⽀持部及び固定部)は，
ネットへの設計⾶来物の衝突によりネッ
トからワイヤロープを介して作⽤する荷重
もしくは発⽣する応⼒に対して，破断す
ることのない強度を有する設計とする。 
(ニ) 接続部  

接続部は,ネット取付⾦物から伝播す
る荷重に対し,破断することのない強度
を有する設計とする。 
 
ロ．防護板（鋼材）の構造設計 
 防護板(鋼材)は，⻯巻防護対象施
設の機能喪失に⾄る可能性のある⾶
来物が⻯巻防護対象施設へ衝突する

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⇐⑦地震時の相対変位により波及的
影響を与えないよう離隔距離を確保し
た設計とすることについては，「Ⅳ 耐震
性に関する説明書」で⽰しており，⻯巻
防護対策設備の設計の考え⽅とも整
合が取れていると認識している。 

⼀⽅,⻯巻の観点では，相対変位に
より⽣じた開⼝に対する⻯巻防護の考
え⽅については，記載が不⾜しているた
め，「Ⅵ-1-1-1-2-3 5.1 構造設計」
に記載の拡充を図る必要があると認識
している。 
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添付 1 整合性整理表（ 6 / 10） 

※ 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に対する事業者認識欄の記載箇所と該当箇所を明⽰するため，蛍光ペン及び番号（①〜⑦）を付している。 

事業変更許可申請書 本⽂ 事業変更許可申請書 添付書類六 設⼯認申請書 ⻯巻基本設計⽅針 
設⼯認 添付書類 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に

対する事業者認識 Ⅵ-1-1-1-2-1 Ⅵ-1-1-1-2-3 
(２) ⾶来物防護ネット 
 ⾶来物防護ネットは，使⽤済燃料

の受⼊れ施設及び貯蔵施設⽤ 安全
冷却⽔系冷却塔Ａ，Ｂ，再処理設
備本体⽤ 安全冷却⽔系冷却塔Ａ，
Ｂ及び第２⾮常⽤ディーゼル発電機⽤ 
安全冷却⽔系冷却塔Ａ，Ｂに向かっ
てあらゆる⽅向から⾶来する設計⾶来
物から防護するため，それぞれの冷却
塔全体を覆う設計とする。  

 また，⾶来物防護ネットが設置出
来ない部分には⾶来物防護板を設
け，設計⾶来物から防護する設計とす
る。  

 ⾶来物防護ネットの設置位置を第 
9.11.4－１図に，⾶来物防護ネット
の概略図を第 9.11.4－３図に⽰す。 

 
9.11.5 試験・検査 
 ⾶来物防護板及び⾶来物防護ネット 
は，定期的に検査を⾏うことによりその 
健全性を確認する。 
 
9.11.6 評 価 
 (１) ⾶来物防護板 
 ａ．⾶来物防護板は，設計⾶来物
の貫通を防⽌することができる設計とす
ることから，設計⾶来物が⻯巻防護対 
象施設に衝突することはない。 
 
 ｂ．⾶来物防護板は，設計荷重
（⻯巻）に対して，⽀持架構の構造
健全性を維持できる設計とすることか
ら，⻯巻防護対象施設が損傷を受け
ることはなく，安全機能を損なうことはな 
い。  
 
 ｃ．⾶来物防護板は，⻯巻防護対
象施設の安全機能に影響を与えない
設計とすることから，安全上重要な施
設の安全機能を維持することができる。  
   
ｄ．⾶来物防護板は，地震，⽕⼭の
影響及び外部⽕災によって⻯巻防護
対象施設に波及的影響を及ぼさない
設計とすることから，⻯巻防護対象施
設の安全機能を損なうことはない。 
 
ｅ．⾶来物防護板は定期的に検査を
⾏うことから，その健全性を維持するこ
とができる。 
 

ことを防⽌可能な設計とするため，⾶
来物の防護板(鋼材)への衝突に対
し，防護板(鋼材)が貫通することなく
⽀持架構に荷重を伝達させる。また，
防護板(鋼材)は鋼製枠に溶接接続
し，鋼製枠は取付ボルトにより⽀持架
構に接続することで，⾶来物の衝突に
よって脱落することのない設計とする。 

防護板(鋼材)は，鋼板で構成し，
⾶来物の衝突に対し防護板(鋼材)が
貫通することがないよう部材厚を有する
設計とする。 

また，鋼板は鋼製枠に溶接接続す
ることで，鋼板が脱落しない構造とし，
鋼製枠を⽀持架構に接続する取付ボ
ルトは，鋼製枠に⼗分な強度を確保す
ることで，設計⾶来物の衝突に対し
て，取付ボルトが破断しない構造とする
ことで，鋼製枠が脱落しない構造とす
る。 
 
ハ．⽀持架構の構造設計 
 ⽀持架構は，⻯巻防護対象施設の
機能喪失に⾄る可能性がある設計⾶
来物が⻯巻防護対象施設へ衝突する
ことを防⽌可能な設計とするため，設
計⾶来物が⽀持架構を構成する主要
な構造部材を貫通しない設計とする。ま
た，上載する防護ネット及び防護板
(鋼材)を⽀持する機能を維持可能な
構造強度を有し，⻯巻防護対象施設
に波及的影響を与えないために，脱
落，倒壊及び転倒を⽣じない構造強
度を有する設計とする。 

⽀持架構は，⾓形鋼管やＨ形鋼
等から構成され，防護ネット及び防護
板(鋼材)からの荷重を⽀持する設計と
する。  

⽀持架構は，⽀持架構部材，⽀
持架構部材の接続部及び柱脚部より
構成され，⽀持架構の接続部は溶接
⼜はボルトにより接続し，柱脚部は基
礎に固定する設計とする。⽀持架構部
材の接続部については，⺟材と同等の
耐⼒を有する設計とする。 

防護ネット及び防護板(鋼材)への⾶
来物衝突時の荷重は，隣り合う⽀持
架構部材から柱などの主架構及び柱脚
部を介して基礎へ伝達する設計とする。
⾶来物が⽀持架構に直接衝突する場
合は，⽀持架構から柱脚部を介して基
礎へ伝達する設計とする。 
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添付 1 整合性整理表（ 7 / 10） 

※ 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に対する事業者認識欄の記載箇所と該当箇所を明⽰するため，蛍光ペン及び番号（①〜⑦）を付している。 

事業変更許可申請書 本⽂ 事業変更許可申請書 添付書類六 設⼯認申請書 ⻯巻基本設計⽅針 
設⼯認 添付書類 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に

対する事業者認識 Ⅵ-1-1-1-2-1 Ⅵ-1-1-1-2-3 
(２) ⾶来物防護ネット 
 ａ．⾶来物防護ネットは，設計⾶来
物の運動エネルギを吸収することがで 
き，かつ，設計⾶来物の通過を防⽌ 
できる設計とすることから，設計⾶来物
が⻯巻防護対象施設に衝突することは
ない。 
 ｂ．⾶来物防護ネットは，設計荷重
（⻯巻）に対して，⽀持架構の構造
健全性を維持できる設計とすることか 
ら，⻯巻防護対象施設が損傷を受け 
ることはなく，安全機能を損なうことはな
い。  
 
 ｃ．⾶来物防護ネットは，冷却塔の
冷却性能に影響を与えない設計とする
ことから，安全上重要な施設の冷却機 
能を維持することができる。 
 
 ｄ．⾶来物防護ネットは，地震，⽕
⼭の影響及び外部⽕災によって⻯巻防
護対象施設に波及的影響を及ぼさな
い設計とすることから，⻯巻防護対象 
施設の安全機能を損なうことはない。   
 
ｅ．⾶来物防護ネットは定期的に検
査を⾏うことから，その健全性を維持す 
ることができる。 
 
第 9.11.3－１表 ⻯巻防護対策設
備の 主要設備の仕様 
 
ａ．前処理建屋の安全蒸気系設置
室の⾶来物防護板 
 種 類 防護板  

基 数 １式  
材 料 鋼材⼜は鉄筋コンクリー ト＊ 

 
ｂ．前処理建屋の⾮常⽤所内電源
系統及び計測制御系統施設設置室の
⾶来物防護板 
 種 類 防護板 
 基 数 ３式  
材 料 鋼材⼜は鉄筋コンクリー ト＊ 

 
ｃ．精製建屋の⾮常⽤所内電源系
統及び計測制御系統施設設置室の⾶
来物防護板 
種 類 防護板 
基 数 ２式  
材 料 鋼材⼜は鉄筋コンクリー ト＊ 

 

 
(b) ⾶来物防護ネット(再処理設備本
体⽤ 安全冷却⽔系冷却塔 A,B)及び
⾶来物防護ネット(第２⾮常⽤ディーゼ
ル発電機⽤ 安全冷却⽔系冷却塔 
A，B)  
イ．防護ネットの構造設計 
 防護ネットは，⻯巻防護対象施設の
機能喪失に⾄る可能性のある⾶来物
が⻯巻防護対象施設へ衝突することを
防⽌可能な設計とするため，設計⾶
来物の防護ネットへの衝突に対し，主
要な部材が破断することなく⽀持架構
に荷重を伝達し，たわみを⽣じても，
設計⾶来物が⻯巻防護対象施設と衝
突しないよう，防護ネットで捕捉できる
設計とする。 

防護ネット(⽀持架構に直接設置)の
うちネットは，ネット端部の網⽬を縫うよ
うにはわせたワイヤロープにより⽀持し，
ワイヤロープはターンバックル及びシャッ 
クル並びに鋼製枠の四隅に設置した隅
⾓部固定ボルトにて⽀持する。ターンバ
ックル及びシャックルは⽀持架構に設置
した取付プレートにより⽀持し，隅⾓部
固定ボルト，ネット取付⾦物は⽀持架
構に設置した押さえボルト及び取付ボル
トにより⽀持される構造とする。また,ネッ
トと⽀持架構の隙間を砂利以下の⼤き
さとするため,補助防護板を設置する設
計とする。 

防護ネット(鋼製枠)のうちネットは，
ネット端部の網⽬を縫うようにはわせたワ 
イヤロープにより⽀持し，ワイヤロープは 
ターンバックル及びシャックル並びに鋼 
製枠の四隅に設置した隅⾓部固定ボ
ルトにて⽀持する。また，ターンバックル
及びシャックルは，鋼製枠内に具備した
取付プ レートにより⽀持される構造とす
る。  

防護ネットは，50mm ⽬合いのネッ
ト 2 枚及び 40mm ⽬合いのネット 1 
枚(補助ネット)で構成する。 

防護ネットは，電中研報告書にて適
⽤性が確認されている評価式及びネッ
トの物性値を⽤いた設計とする。 

防護ネットを構成するネット，ワイヤロ
ープ，接続冶具(⽀持部及び固定部)
及び接続部についての構造設計を以下
に⽰す。 
 
(イ) ネット 
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添付 1 整合性整理表（ 8 / 10） 

※ 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に対する事業者認識欄の記載箇所と該当箇所を明⽰するため，蛍光ペン及び番号（①〜⑦）を付している。 

事業変更許可申請書 本⽂ 事業変更許可申請書 添付書類六 設⼯認申請書 ⻯巻基本設計⽅針 
設⼯認 添付書類 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に

対する事業者認識 Ⅵ-1-1-1-2-1 Ⅵ-1-1-1-2-3 
ｄ．⾼レベル廃液ガラス固化建屋の⾮
常⽤所内電源系統，計測制御系統
施設及び安全冷却⽔系設置室の⾶来
物防護板 
 種 類 防護板 
 基 数 ３式 
 材 料 鋼材⼜は鉄筋コンクリー ト＊  
 
ｅ．⾮常⽤電源建屋の第２⾮常⽤デ
ィーゼル発電機及び⾮常⽤所内電源
系統設置室の⾶来物防護板 
 種 類 防護板 
 基 数 ４式 
 材 料 鋼材⼜は鉄筋コンクリー ト＊ 
 
ｆ．第１ガラス固化体貯蔵建屋床⾯
⾛⾏クレーンの遮蔽容器設置室の⾶来
物防護板 
 種 類 防護板 
 基 数 １式 
 材 料 鋼材⼜は鉄筋コンクリー ト＊  
 
ｇ．主排気筒に接続する屋外配管及
び屋外ダクトの⾶来物防護板（主排
気筒周り） 
 種 類 防護板 
 基 数 １式 
 材 料 鋼材 
 
ｈ．主排気筒に接続する屋外配管及
び屋外ダクトの⾶来物防護板（分離
建屋屋外）  
種 類 防護板 

 基 数 １式 
 材 料 鋼材 
 
 ｉ．主排気筒に接続する屋外配管
及び屋外ダクトの⾶来物防護板（精
製建屋屋外）  
種 類 防護板 

 基 数 １式 
 材 料 鋼材 
 
ｊ．主排気筒に接続する屋外配管及
び屋外ダクトの⾶来物防護板（⾼レベ
ル廃液ガラス固化建屋屋外） 
 種 類 防護板 
 基 数 １式 
 材 料 鋼材 
 
 
 

 ネットは，らせん状の硬鋼線を３次元
的に編み込み,編み込みの⽅向によって
荷重を受け持つ展開⽅向と展開直⾓
⽅向の異⽅性を有する。展開⽅向が主
に荷重を受け持ち，展開⽅向と展開
直⾓⽅向で剛性や伸び量が異なるた
め，これらの異⽅性を考慮した設計とす
る。ネットは，電中研報告書において，
その剛性，最⼤たわみ時のたわみ⾓，
1 ⽬合いの破断変位等が確認されて 
いる。 
 ネットの⼨法は，⽀持架構の柱及び
はりの間隔並びにネットの展開⽅向と展
開直⾓⽅向の剛性や伸び量の異⽅性
を考慮して，展開⽅向と展開直⾓⽅
向の⼨法の⽐(以下「アスペクト⽐」とい
う。)について，電中研報告書にて適⽤
性が確認されている範囲(1:1〜2:1)
に⼊るように設計する。ただし，設定す
る⼨法での限界吸収エネルギ量等を踏
まえ，設置するネットの枚数を増やし，
衝撃荷重に対する耐⼒を持たせるととと
もにたわみ量を低減させる設計とする。 
(ロ) ワイヤロープ 
 ワイヤロープの取付部は，展開⽅向の
ワイヤロープと展開直⾓⽅向のワイヤロ
ープで荷重の伝達分布が異なり，さらに
ワイヤロープの巻き⽅によりワイヤロープ
間の荷重伝達に影響を及ぼす可能性
があるため，ネットに対して 2 本をＬ字
に設置することにより，ワイヤロープに作
⽤する荷重が均⼀となるような設計とす
る。  

防護ネットの基本構造において，ワイ
ヤロープは上下 2 段設置しており，上
段のワイヤロープは 50mm ⽬合いと 
40mm ⽬合いのネット 2 枚を⽀持する
ため，ワイヤロープは⽀持するネット枚
数を考慮した設計とする。 
 (ハ) 接続冶具(⽀持部及び固定部)  

電中研報告書の評価式を適⽤する
ため，衝突試験における試験体と同じ
構造を採⽤しており，⾶来物衝突時に
急激な荷重が作⽤するのを抑制するた
めに，緩衝装置を有する保持管を四
隅に設置する設計とする。 

接続冶具(⽀持部及び固定部)は，
ネットへの設計⾶来物の衝突によりネッ
トからワイヤロープを介して作⽤する荷重
もしくは発⽣する応⼒に対して，破断す
ることのない強度を有する設計とする。 
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添付 1 整合性整理表（ 9 / 10） 

※ 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に対する事業者認識欄の記載箇所と該当箇所を明⽰するため，蛍光ペン及び番号（①〜⑦）を付している。 

事業変更許可申請書 本⽂ 事業変更許可申請書 添付書類六 設⼯認申請書 ⻯巻基本設計⽅針 
設⼯認 添付書類 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に

対する事業者認識 Ⅵ-1-1-1-2-1 Ⅵ-1-1-1-2-3 
 ｋ．制御建屋中央制御室換気設備
設置室の⾶来物防護板  
種 類 防護板 

 基 数 １式 
 材 料 鋼材⼜は鉄筋コンクリー ト＊ 
 
ｌ．冷却塔に接続する屋外設備の⾶
来物防護板 
 種 類 防護板 
 基 数 １式 
 材 料 鋼材⼜は鉄筋コンクリー ト＊ 
 
 注)＊印の材料は，当該箇所周辺の
設計 条件を考慮して適切なものを選
定する。 
 
(２) ⾶来物防護ネット 
 ａ．使⽤済燃料の受⼊れ施設及び
貯蔵施設⽤ 安全冷却⽔系冷却塔
Ａ，Ｂの⾶来物防護ネット＊（⼀
部，⾶来物防護板） 
 種 類 防護ネット 
 基 数 ２式 
 主要材料 鋼線（ネット） 

 鋼材（⽀持架構） 
 種 類 防護板 
 基 数 ２式 
 材 料 鋼材 
 
 
 
 
 ｂ．再処理設備本体⽤ 安全冷却
⽔系冷却塔Ａ，Ｂの⾶来物防護ネッ
ト（⼀部， ⾶来物防護板） 
 種 類 防護ネット 
 基 数 ２式 
 主要材料 鋼線（ネット） 

 鋼材（⽀持架構） 
 種 類 防護板 
 基 数 ２式  
材 料 鋼材 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(ニ) 接続部  
接続部は,ネット取付⾦物から伝播する
荷重に対し,破断することのない強度を
有する設計とする。 
（ホ） 補助防護板 

防護ネット(⽀持架構に直接設置)の
うち，補助防護板は，ネットと⽀持架
構の隙間から⾶来物が侵⼊し，⻯巻
防護対象施設に衝突することを防⽌可
能な設計とするため，隙間から侵⼊す
る⾶来物の衝突に対し，補助防護板
が貫通することなく，また⻯巻防護対象
施設に波及的影響を与えない設計とす
る。 
 
ロ．防護板(鋼材)の構造設計 
 防護板(鋼材)は，⻯巻防護対象施
設の機能喪失に⾄る可能性のある⾶
来物が⻯巻防護対象施設へ衝突する
ことを防⽌可能な設計とするため，⾶
来物の防護板(鋼材)への衝突に対
し，防護板(鋼材)が貫通することなく
⽀持架構に荷重を伝達させる。また，
防護板(鋼材)は取付ボルトにより⽀持 
架構に接続し，⾶来物の衝突によって
脱落することのない設計とする。 

防護板(鋼材)は，鋼板で構成し，
⾶来物の衝突に対し防護板(鋼材)が
貫通することがないよう部材厚を有する
設計とする。 

防護板(鋼材)は取付ボルトにより⽀
持架構に接続させ，取付ボルト孔周辺
の鋼板の破断が取付ボルトの破断より
も先⾏しない強度を有し，かつ取付ボ
ルトの破断により脱落することのない設
計とする。取付ボルトは，⾶来物の衝
突により作⽤する荷重の種類，⽀持部
の配置及び⽀持部の耐⼒を考慮して
取付ボルト本数，サイズを設定し，⾶
来物が衝突した際に，その近傍の取 
付ボルトが破断することが想定されるた 
め，取付ボルトは互いに離れた位置に
複数箇所設置し，取付ボルト全数が
破断しないようにすることで，防護板
（鋼材）の脱落を防⽌する。 また，
取付ボルトの⼀部が破断した場合にお
いても，防護板（鋼材）に回転を⽣じ 
させず，その場に留まる設計とする。 
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添付 1 整合性整理表（ 10 / 10） 

※ 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に対する事業者認識欄の記載箇所と該当箇所を明⽰するため，蛍光ペン及び番号（①〜⑦）を付している。 

事業変更許可申請書 本⽂ 事業変更許可申請書 添付書類六 設⼯認申請書 ⻯巻基本設計⽅針 
設⼯認 添付書類 設計上発⽣する開⼝の設計整合性に

対する事業者認識 Ⅵ-1-1-1-2-1 Ⅵ-1-1-1-2-3 
 
 
 
ｃ．第２⾮常⽤ディーゼル発電機⽤ 
安全冷却⽔系冷却塔Ａ，Ｂの⾶来
物防護ネット（⼀部，⾶来物防護
板） 
 種 類 防護ネット 
 基 数 ２式 
主要材料 鋼線（ネット） 

 鋼材（⽀持架構） 
 種 類 防護板 
 基 数 ２式 
 材 料 鋼材  
注)＊印の設備は，使⽤済燃料の受
⼊れ 及び貯蔵に係る設備である。 

 
ハ．⽀持架構の構造設計 
 ⽀持架構は，⻯巻防護対象施設の
機能喪失に⾄る可能性がある設計⾶
来物が⻯巻防護対象施設へ衝突する
ことを防⽌可能な設計とするため，設
計⾶来物が⽀持架構を構成する主要
な構造部材を貫通しない設計とする。ま
た，上載する防護ネット及び防護板
(鋼材)を⽀持する機能を維持可能な
構造強度を有し，⻯巻防護対象施設
に波及的影響を与えないために，脱
落，倒壊及び転倒を⽣じない構造強
度を有する設計とする。 

⽀持架構は，⾓形鋼管やＨ形鋼
等から構成され，防護ネット及び防護
板(鋼材)からの荷重を⽀持する設計と
する。  

⽀持架構は，⽀持架構部材，⽀
持架構部材の接続部及び柱脚部より
構成され，⽀持架構の接続部は溶接
⼜はボルトにより接続し，柱脚部は基
礎に固定する設計とする。⽀持架構部
材の接続部については，⺟材と同等の
耐⼒を有する設計とする。 

防護ネット及び防護板(鋼材)への⾶
来物衝突時の荷重は，隣り合う⽀持
架構部材から柱などの主架構及び柱脚
部を介して基礎へ伝達する設計とする。
⾶来物が⽀持架構に直接衝突する場
合は，⽀持架構から柱脚部を介して基
礎へ伝達する設計とする。 

 
 
「5.2 構造概要」については,上流の⽅
針との整理を踏まえ，⾒直すことを考え
ていることから,記載を割愛する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「地震時による相対変位に係る波及

的影響の観点での⻯巻防護対策設備
の設計の考え⽅」，「⻯巻防護対策設
備の開⼝に係る設計の考え⽅」について
は，記載が不⾜している部分があるも
のの，⻯巻防護対策設備の設計の考
え⽅は上流の基本設計⽅針等と整合
が取れていることを確認した。 
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隣接する建物・構築物との間に
設計上発⽣する開⼝の有無

⻯巻防護対策設備の設計に関する設計フロー

隣接する建物・構築物と⻯巻
防護対策設備との接触を防⽌

する⽀持架構の構造設計

設計完了

ラビリンス構造
無

有

設計⽅針
• ⾶来物が防護対象施設に衝突することを防⽌する。
• 波及的影響を与えない。

添付２

1

⻯巻防護対策設備の設計フロー図および⼯事事例

・相対変位による接触を避けるため，⽀持架構は離隔を設けた構造とする

考え⽅：
添付「Ⅳ-1-1-4 3.2 (2) 建屋間の相対変位による影響」におい
て，相対変位に対し離隔を設ける設計とするか，接触による機能
影響評価により機能が維持出来ていること確認する設計とするか
どちらかを選ぶことが出来るが，新設での場合は，離隔を設ける
ことにより相対変位による波及的影響を防⽌する設計とする。

⾶来物が防護対象施設に衝突
することを防⽌するための防

護板や防護ネットの配置

中央・東ブロックエキスパンショジョイント(天⾯)

改造前

中央ブロック：防護板
東ブロック：防護板

⽀持架構

中央ブロック：防護板
東ブロック：防護板

10
0

⽀持架構

ラビリンス構造

ラビリンス構造改造後(予定)

添付２

2

⻯巻防護対策設備の設計フロー図および⼯事事例
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設計に関する補⾜説明事項
防護対象と防護対象でない基礎部分の違いの説明について

防護板

隙間⾼さ︓
940mm

AB建屋（防護対象）

⾶来物の射線

建屋壁⾼さ︓
1,000mm

ダクト（防護対象）

建屋壁厚さが裏⾯剥離厚さ以上

⾶来物の射線

隙間⾼さ︓1,000mm

＜①防護対象だが，安全機能を損なわない躯体厚さを有する例＞ ＜②防護板による防護対象例＞

※ 防護板（鉄筋コンクリート）の裏⾯剥離を考慮した必要厚さ︓412ｍｍ

基礎の幅は裏⾯剥離厚さ
以上であるが、⽀持機能へ
の影響の説明が困難な厚さ

⻯巻防護対象施設の整理
⻯巻防護対象施設の⽀持構造物（基礎含む）は，⻯巻防護対象施設の⼀部と整理しており，下図①のダクトは⻯巻
防護対象施設であり，それを⽀持している間接⽀持構造物であるＡＢ建屋も⻯巻防護対象施設と整理している。

また，下図②のダクトも⻯巻防護対象施設であり，そのサポート及びサポート基礎も⻯巻防護対象施設と整理している。

添付３

1

開⼝箇所

ダクトサポート
基礎（防護対象）

ダクト（防護対象）

開⼝箇所

基礎部分に関する防護対象の違い
下図①の建屋は⾃分⾃⾝で防護する設計，下図②のサポート基礎は衝突しないよう防護板で防護する設計としていた。
しかしながら，下図 ①で設計⾶来物が建屋に衝突した後，防護板内に侵⼊し，ダクト本体へも影響があることを考慮する
と，設計⾶来物が侵⼊する開⼝（｟⾃分⾃⾝で防護できない｠防護対象としたものに対して）が存在することとなり，⻯
巻防護対策設備の設計の考え⽅に基づき，追加侵⼊防⽌対策を検討している。

設計⾶来物が開⼝
から侵⼊し，跳ね
返り等により防護対
象に衝突する可能
性があるため，追加
対策を検討中

設計⾶来物が開⼝
から侵⼊し，防護
対象に衝突するため，
追加対策を検討中
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